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第 １ はじめに

愛知県においては、住宅・社会資本の整備及び更新等に伴い、建設資材廃棄物の排出量

が増大し、産業廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。

以下「廃棄物処理法」という。）第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。以下同じ）

及びその最終処分量に占める建設資材廃棄物の割合も高いものとなっています。

一方、廃棄物の処理施設の確保は、これまでにも増して困難なものとなってきていて、

最終処分場の残余容量がひっぱくしつつあるほか、建設資材廃棄物の不法投棄が多くみら

れるなど、建設資材廃棄物の処理をめぐる問題が深刻となっています。

このような中で、関係者の適切な役割分担の下で、再生資源の利用及び廃棄物の減量を

図っていくことが重要なため、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２

年法律第１０４号。以下、「建設リサイクル法」という。）第４条第１項に基づき、国が

建設リサイクル法第３条に基づき定めた「特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資

材廃棄物の再資源化等の促進等に関する基本方針」に則して、本県における特定建設資材

に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関し、必要な事

項を定めるものです。

なお、この指針において使用している用語の定義については、建設リサイクル法第２条

の規定によります。

第 ２ 特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の現況と方向

１ 地域の特性

（１）地理的状況

本県は、日本列島のほぼ中央に位置し、南

は伊勢湾、太平洋に面し、西は三重県、北は

岐阜県、長野県、東は静岡県に接しています。

県土は、東西１０６㎞、南北９４㎞、面積

は５，１５３ｋ㎡で国土の１．４％を占め全

国で２８番目の広さとなっていて、県土の４

３％を占める山地は主に北東部に位置してい

ます。都市地域は、名古屋市を中心とする名

古屋地域と豊田市、豊橋市等の独自の都市集

積を有する都市地域が点在し、農山漁村がこ

れらを取り巻く状況となっています。（図１）

（２）事業所数・従業者数

事業所数の産業別割合は、卸売・小売業、 図１ 地目別土地利用面積

飲食店が４２％と最も多く、ついでサービ （平成１０年度）

ス業２４％、製造業１６％で、建設業は９ 資料 愛知県統計年鑑

％となっています。

従業者数の産業別割合も事業所数とほぼ同様な傾向で、製造業の従事者数が２８％

と高く、建設業は８％となっています。（図２、３）
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図 ２ 事業所数の産業別割合（平成 年） 図３ 従事者数の産業別割合（平成 年）11 11

資料 愛知県統計年鑑 資料 愛知県統計年鑑

（３）県内総生産

平成１１年度の県内総生産は３２兆５，１９６億円、経済成長率は名目△１．１％、

実質２．０％となっています。産業別では、製造業が県内総生産の３５％を占め（統

計課「あいちの県民経済計算」平成１１年度及び図４）、また、製造品出荷額等では

３４兆円余りと、２０数年連続して全国１位となっています。一方、建設業は７％を

占めています。（統計課「平成１２年工業統計調査」）

また、過去 年間の県内総生産及び県民総支出の推移をみると、バブルの頃に急15

上昇であったのが、平成３年以降は伸びが鈍化し、現在は安定成長期にあると言えま

す。（表１）

表１ 県内総生産及び県民支出の推移

資料 愛知県統計年鑑

（単位：百万円）

年度県内総生産 県民総支出

昭和 59 19,922,076 19,078,613

60 21,559,045 20,751,278

61 22,462,672 21,700,714

62 24,133,560 23,450,932

63 26,044,049 25,347,849

平成 1 28,045,212 27,335,911

2 30,459,442 29,366,800

3 32,277,277 31,009,978

4 32,009,243 31,130,753

5 31,470,482 30,981,601

6 31,606,316 31,066,211

7 32,416,630 31,929,099

8 34,312,659 33,756,551

9 33,082,659 33,010,943

10 32,889,497 32,577,028

11 32,519,643 32,281,463
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２ 建設工事をめぐる状況

愛知県における、建築工事及び土木工事

をめぐる状況は、以下のとおりとなってい 図４ 県内総生産（平成１１年度）

います。 資料 愛知県統計年鑑

（１）建築物等の現状及び建築物等の解体工事等の状況

平成１２年の愛知県における建築物の総数は約２９５万棟で、うち木造は２０８万

棟で全体の７１％を占めています。床面積の合計は４億２５百万㎡で、うち木造は１

億７４百万㎡、全体の４１％と棟数の割合より下回っています。（表２）

表２ 平成１２年の建築物の状況（ストック）

合 計 木 造 木 造 以 外

地 域 床 面 積 棟 数 床 面 積 棟 数 床 面 積 棟 数
（ ㎡ ） （ 棟 ） （ ㎡ ） （ 棟 ） （ ㎡ ） （ 棟 ）

名 古 屋 市
117,937,671 610,337 34,963,895 398,549 82,973,776 211,788

尾 張
120,568,596 927,704 56,678,016 680,196 63,890,580 247,508

知 多
38,057,077 283,462 17,842,507 213,302 20,214,570 70,160

西 三 河
95,834,305 699,089 39,429,962 474,168 56,404,343 224,921

東 三 河
52,557,827 431,912 25,364,368 315,675 27,193,459 116,237

合 計
424,955,476 2,952,504 174,278,748 2,081,890 250,676,728 870,614

資料 市町村行財政のあらまし

（市町村課）

注 ) こ の 表の地域区分を右図

に示す。
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また、現在までの建築物着工床面積の推移をみると、昭和４０年代前半に大きく伸

び、昭和４８年に非木造が１２百万㎡、木造が４百７０万㎡でピークとなっています。

その後、非木造は平成元年に１２百８０万㎡でピークを迎え、木造は平成８年に４百

４０万㎡でピークとなり、その後下降しています。（図５）

図 ５ 愛知県における建築物着工床面積の推移 資料 建築統計年報（国土交通省）

一方、建築物の除却床面積の推移は、着工床面積の減少ほど除却は減少していませ

ん。木造では平成８年度をピークに以後漸減していますが、非木造では平成１０年度

以降漸増してきています。（図６） 今後は、昭和４０年代に大量に建築された建築

物が建て替え時期を迎え、増加していくと考えられます。

）図 ６ 愛知県における建築物の除却床面積の推移 資料 建築統計年報（国土交通省

（２）土木工事の状況

平成１１年度の愛知県における土木工事は、工事件数、工事額とも平成７年度に比

べて減少していて、今後もこの減少傾向は続くものと予測されます。（表３）
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表３ 愛知県における土木工事の状況

区 分 平成７年度 平成１１年度

公共工事 １７，４７１ １２，６７７

工事件数 民間工事 ３，６６５ ３，６４８

（件） 合計 ２１，１３６ １６，３２５

公共工事 ８４２，９０１ ６９７，９６３

工事額 民間工事 ９５，０９０ ７６，７８１

（百万円） 合計 ９３７，９９１ ７７４，７４４

資料 平成７年度及び平成１１年度 建設統計月報（国土交通省）

３ 特定建設資材廃棄物の発生量の見込み

（１）建築物除却に伴う特定建設資材廃棄物の量

平成１２年度建設副産物実態調査によると、愛知県における建築物除却に伴い発生

する建設廃棄物の量は、コンクリート塊５０万５千トン、アスファルト・コンクリー

ト塊１万４千トン、建設発生木材９万７千トンで、平成７年度に比べほぼ横ばいとな

っています。（表４－１）

今後の排出量は、昭和４０年代に急激に増加した建築物が更新期を迎えることから、

長期的にみれば増加傾向にあるものと予測されます。（表４－２）

表４－１ 愛知県における建築物解体から発生する特定建設資材廃棄物量の予測

単位：千ｔ

特定建設資材廃 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

棄物

４９９ ５０５ ７２３ ８０９コンクリート塊

ア ス フ ァ ル ト ・ コ

２２ １４ ４８ ５４ンクリート塊

９９ ９７ １３９ １５５建設発生木材

資料 平成７年度及び平成１２年度は、建設副産物実態調査（国土交通省）による。

平成１７年度及び平成２２年度は、建設副産物実態調査（国土交通省）による

排出量の原単位等より推計。

表 ４ － ２ 地 域 別 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 量 の 予 測 （ 解 体 ） 単 位 ： 千 ｔ

平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度

ｱｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･

塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材地 域 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ

140 4 27 201 13 39 225 15 43名 古 屋 市

143 4 27 205 14 39 230 15 44尾 張

45 1 9 65 4 13 72 5 14知 多

114 3 22 163 11 31 182 12 35西 三 河

63 2 12 89 6 17 100 7 19東 三 河

505 14 97 723 48 139 809 54 155合 計
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（２） 建築物新築に伴う特定建設資材廃棄物の量

平成１２年度建設副産物実態調査によると、愛知県における建築物新築に伴い

発生する建設廃棄物の量は、コンクリート塊２８万８千トン、アスファルト・コ

ンクリート塊４万２千トン、建設発生木材７万２千トンであり、いずれも平成７

年度の排出量を下回っています。（表５－１）

また、今後の民間建築投資についても、減少基調が続くものと考えられ、将来

における排出量は１２年度と同程度で推移するものと予測されます。（表５－

２）

表５－１ 愛知県における建築物新築から発生する特定建設資材廃棄物量の予測

単位：千ｔ

特定建設資材廃 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

棄物

３８８ ２８８ ２８８ ２８８コンクリート塊

ア ス フ ァ ル ト ・ コ

５０ ４２ ４２ ４２ンクリート塊

８９ ７２ ７２ ７２建設発生木材

資料 平成７年度及び平成１２年度は、建設副産物実態調査（国土交通省）による。

表 ５ － ２ 地 域 別 特 定 建 設 資 材 廃 棄 物 量 の 予 測 （ 新 築 ） 単 位 ： 千 ｔ

平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･

塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材地 域 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ

87 13 22 87 13 22 87 13 22名 古 屋 市

91 13 23 91 13 23 91 13 23尾 張

29 4 7 29 4 7 29 4 7知 多

49 7 12 49 7 12 49 7 12西 三 河

32 5 8 32 5 8 32 5 8東 三 河

288 42 72 288 42 72 288 42 72合 計

（３）土木工作物の工事に伴う発生量

平成１２年度建設副産物実態調査によると、愛知県における土木工作物の工事に伴

い発生する建設廃棄物の量は、コンクリート塊９１万９千トン、アスファルト・コン

クリート塊１４９万９千トン、建設発生木材３万４千トンで、平成７年度に比べ建設

発生木材を除いていずれも減少となっています。（表６－１）

将来における特定建設資材廃棄物の量は、公共土木工事においては全国的には政府

建設投資の抑制により減少傾向となることが予測されますが、本県では、平成１７年

度に向け大型プロジェクトを進めていることから、平成１２年度をベースとした現状

維持が継続するものと予測します。（表６－２）
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表６－１ 愛知県における土木工作物の工事に伴う特定建設資材廃棄物の

発生量の将来推計 単位：千ｔ

特定建設資 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

材廃棄物

コンクリー １，１３１ ９１９ ９１９ ９１９

ト塊 （１０４） （３４） （３４） （３４）

アスファル １，８３８ １，４９９ １，４９９ １，４９９

ト・コンク （１０２） （１３５） （１３５） （１３５）

リート塊

建設発生木 ５ ３４ ３４ ３４

材 （１） （３） （３） （３）

資料 平成７年度及び平成１２年度は、建設副産物実態調査（国土交通省）による。

注）（）内数字は民間土木工事分で、内数。

表６－２ 地域別特定建設資材廃棄物の発生量の将来推計（土木） 単位：千ｔ

コ ン ク リ ー ト ア ス フ ァ ル ト ・ コ ン ク 建 設 発 生 木 材地 域

塊 リ ー ト 塊

名 古 屋 市 ２ ５ ５ ４２ ７ ５

尾 張 ２ １ ９ ３ ９ ８ ３

知 多 ４ ５ １ ３ ７ １ ４

西 三 河 ２ ７ ０ ４ ８ ５ ８

東 三 河 １ １ ０ ２ ２ ４ ５

合 計 ９ １ ９ １ ， ４ ９ ９ ３ ４

以上から、愛知県における特定建設資材廃棄物の発生量の今後の見込みは、表７のとお

り予測されます。

t表７ 愛知県における特定建設資材廃棄物の発生量の見込み 単位：千

平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

ｱｽﾌｧﾙﾄ ｱｽﾌｧﾙﾄ ｱｽﾌｧﾙﾄ

塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材 塊 塊 建 設 発 生 木 材地 域 ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ

502 272 53 563 281 65 587 283 69名 古 屋 市

453 415 53 515 425 65 540 426 70尾 張

119 142 30 139 145 34 146 146 35知 多

433 495 42 482 503 51 501 504 55西 三 河

205 231 25 231 235 30 242 236 32東 三 河

1,712 1,555 203 1,930 1,589 245 2,016 1,595 261合 計
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４ 再資源化施設・最終処分場の立地状況等

平成１２年１２月末現在で、産業廃棄物処理業者が県内に設置している再資源化施設

は、コンクリート塊及びアスファルト・コンクリート塊処理施設が１４５施設（処理能

力 約９万トン／日）、建設発生木材の再資源化施設が２５施設（処理能力 約４．１

千トン／日）となっています。（表８）

また、平成１２年３月末現在で、産業廃棄物処理業者が県内に設置している最終処分

場は、安定型処分場が７１施設、管理型処分場は５８施設、遮断型処分場が４施設で、

その残存容量は約１，０００万 となっています。（表９）m3

これらは、特定建設資材廃棄物の発生量に比べて比較的余裕のある状況となっている

が、最終処分場を新たに設置することは適地の減少や地域住民の理解が得がたい等の理

由により年々困難となっていて、平成１１年以降新たに許可されたものはありません。

表 ８ 産業廃棄物処理業者が設置している県内の再資源化施設の立地状況及び処理能力

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 建設発生木材

ｱｽﾌｧﾙﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ塊·

地 域 施設数 処理能力 ｔ／日 施設数 処理能力 ｔ／日

名古屋市 １１ ８，６９６ １ ４８０

尾張 ５４ ３０，９７８ ９ １，０６１

知多 ２７ １４，９９２ １ ５

西三河 ３９ ２３，５１２ ９ １，９１３

東三河 １４ １２，６８８ ５ ６２０

合計 １４５ ９ ０ ８ ６ ６ ２５ ４，０７９,

（２３，６２５千 ） （１，０６１千 ）t t

資料：県廃棄物対策課（平成 年 月末現在）12 12

注）処理能力は小数点以下４捨５入 、（）内は、年間稼動日数を２６０日として算出。

m3表 ９ 最終処分場の立地状況及び残存容量（産業廃棄物処理業者の処分場） 千

安定型 管理型 遮断型 計

施設数 残存容量 施設数 残存容量 施設数 残存容量 施設数 残存容量地 域

0 0 0 0 1 0.04 1 0.04名古屋市

13 507 18 3,450 0 0 31 3,957尾張

9 175 10 1,824 0 0 19 1,999知多

25 370 18 3,175 3 16 46 3,561西三河

24 271 12 214 0 0 36 485東三河

71 1,323 58 8,663 4 16 133 10,002合計

資料：県廃棄物対策課（平成 年 月末現在）12 3

。注）施設数については、残存容量がないものも含む
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５ 対象建設工事の規模に関する基準

以上の特定建設資材廃棄物の発生量の見込み及び再資源化施設・最終処分場の立地状

況等から判断して、県における対象建設工事の規模に関する基準は、政令第２条で定め

る規模とします。

ただし、特定建設資材廃棄物の再資源化施設及び最終処分場の処分量の見込みその他

の事情から判断して、政令で定める規模の基準のみによっては当該区域において生じる

特定建設資材廃棄物をその再資源化等により減量することが十分でないと認められると

きは、上記の基準に代えて条例により建設工事の規模に関する基準を定めます。

６ 指定建設資材廃棄物の距離に関する基準

県における指定建設資材廃棄物（建設発生木材）の距離に関する基準については、再

資源化施設・最終処分場の立地状況等及び省令で定める５０㎞で、ほとんど全ての県域

が対象となることから、省令で定める距離とします。

ただし、特定建設資材廃棄物の発生量の見込み及び最終処分場における処理量の見込

みその他の事情を考慮して、指定建設資材廃棄物の再資源化による減量を図るため必要

と認めるときは、条例により、法第１６条の距離に関する基準に代えて適用すべき距離

に関する基準を定めます。

第 ３ 建設資材廃棄物の排出の抑制のための方策

１ 排出の抑制の必要性

建設資材廃棄物は、産業廃棄物に占める割合が高い一方で、減量することが困難な

ものが多い。このため、限られた資源を有効に活用する観点から、最終処分量を減ら

すとともに、排出を抑制することが特に重要です。

２ 関係者の役割

建設資材廃棄物の排出の抑制に当たっては、建築物等に係る建設工事の計画・設計段

階からの取組を行うとともに、関係者は、適切な役割分担の下でそれぞれが連携しつつ

積極的に参加することが必要です。

（１）建築物等の所有者

建築物等の所有者は、所有する建築物等について適切な維持管理及び修繕を行い、

建築物等の長期的使用に努めることが必要です。

（２）建設資材の製造に携わる者

建設資材の製造に携わる者は、工場等における建設資材のプレカット等の実施、そ

の耐久性の向上並びに修繕が可能なものについてはその修繕の実施及びそのための体

制の整備に努めることが必要です。

（３）建築物等の設計に携わる者

建築物等の設計に携わる者は、当該建築物等に係る建設工事を発注しようとする者

の建築物等の用途、構造等に関するニーズに対応しつつ、構造躯体等の耐久性の向上

を図るとともに、維持管理や修繕を容易にするなど、その長期的使用に資する設計に

努め、端材の発生が抑制される施工方法の採用及び建設資材の選択に努めることが必

要です。
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（４）発注者

発注者は、建築物等の用途、構造その他の建築物等に求められる性能に応じ、技術

的及び経済的に可能な範囲で、建築物等の長期的使用に配慮した発注に努めるほか、

建設工事に使用された建設資材の再使用に配慮するよう努めることが必要です。

（５）建設工事を施工する者

建設工事を施工する者は、端材の発生が抑制される施工方法の採用及び建設資材の

選択に努めるほか、端材の発生の抑制、再使用できる物を再使用できる状態にする施

工方法の採用及び耐久性の高い建築物等の建築等に努める必要がある。特に、使用済

コンクリート型枠の再使用に努めるほか、建築物等の長期的使用に資する施工技術の

開発及び維持修繕体制の整備に努める必要です。

県は、自ら建設工事の発注者となる場合においては、建設資材廃棄物の排出の抑制

に率先して取り組むこととします。

市町村は、県の施策と相まって、必要な措置を講ずることが望まれます。

第 ４ 特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進のための方策

１ 再資源化等の目標

再資源化施設の立地状況が地域によって異なることを勘案しながら、すべての関係者

が再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量をできるだけ速やかに、かつ、着実に実施す

ることが重要であるため、特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進に重点的に取り組む

こととし、平成２２年度における再資源化等率（工事現場から排出された特定建設資材

廃棄物の重量に対する再資源化等されたものの重量の百分率をいう。）は、次表のとお

りとします。

表１０ 再資源化等率の目標

特定建設資材廃棄物 再資源化等率

コンクリート塊（コンクリートが廃棄物となったもの及

びコンクリート及び鉄から成る建設資材に含まれるコン ００ ％1

クリートが廃棄物となったもの。以下同じ。）

アスファルト・コンクリート塊（アスファルト・コンク ００ ％1

リートが廃棄物となったもの。以下同じ。）

建設発生木材（木材が廃棄物となったもの。以下 ９５ ％

同じ。）

特に、県の事業においては、再資源化等を先導する観点から、コンクリート塊、建

設発生木材及びアスファルト・コンクリート塊について、平成１７年度までに再資源

化等率を１００％にすることを目指します。

なお、特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標については、建設資材廃棄物
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に関する調査の結果、再資源化等に関する目標の達成状況及び社会経済情勢の変化等

を踏まえて必要な見直しを行うものとします。

２ 再資源化等の促進のための方策

（１）再資源化等の促進のための方策に関する基本的事項

特定建設資材廃棄物の再資源化等に関する目標を達成するためには、必要な再資源

化施設の確保、再資源化を促進するために必要となるコスト削減等に資する技術開発

及び再資源化により得られた物の利用の促進が必要です。

具体的には、県は、地域ごとに特定建設資材廃棄物の再資源化施設の実態を把握し、

その整備を促進するために必要な施策を行うほか、国とともに産業廃棄物の処理に係

る特定施設の整備の促進に関する法律（平成４年法律第６２号）に基づく施策を推進

します。

（２）再資源化等の促進のための具体的方策等

① コンクリート塊

コンクリート塊については、破砕、選別、混合物除去、粒度調整等を行うことに

より、再生クラッシャーラン、再生コンクリート砂、再生粒度調整砕石等（以下

「再生骨材等」という。）として、道路、港湾、空港、駐車場及び建築物等の敷地

内の舗装（以下「道路等の舗装」という。）の路盤材、建築物等の埋め戻し材又は

基礎材、コンクリート用骨材等に利用することを促進することが必要です。

② アスファルト・コンクリート塊

アスファルト・コンクリート塊については、破砕、選別、混合物除去、粒度調整

等を行うことにより、再生加熱アスファルト安定処理混合物及び表層基層用再生加

熱アスファルト混合物（以下「再生加熱アスファルト混合物」という。）として、

道路等の舗装の上層路盤材、基層用材料又は表層用材料に利用することを促進する

ことが必要です。

また、再生骨材等として、道路等の舗装の路盤材、建築物等の埋め戻し材又は基

礎材等に利用することを促進することが必要です。

③ 建設発生木材

建設発生木材については、チップ化し、木質ボード、堆肥等の原材料として利用

することを促進することが必要です。

また、これらの利用が技術的な困難性、環境への負荷の程度等の観点から適切で

ない場合には燃料として利用することを促進することが必要です。

④ その他

特定建設資材以外の建設資材についても、それが廃棄物となった場合に再資源化

等が可能なものについてはできる限り分別解体等を実施し、その再資源化等を実施

することが重要です。また、その際、経済性の面における制約が小さくなるよう、
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分別解体等の実施、技術開発の推進、収集運搬方法の検討、効率的な収集運搬の実

施、必要な施設の整備等について関係者による積極的な取組が必要です。

第 ５ 特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の促進のための方策

１ 再資源化により得られた物の利用についての考え方

特定建設資材廃棄物の再資源化を促進するためには、その再資源化により得られた物

を積極的に利用していくことが不可欠です。このことから、関係者の連携の下で、特定

建設資材廃棄物の再資源化により得られた物に係る需要の創出及び拡大に積極的に取り

組む必要があります。

また、特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用にあたっては、必要な

品質が確保されていること並びに環境に対する安全性及び自然環境の保全に配慮するこ

とが重要です。

２ 関係者の役割

（１）建設資材の製造に携わる者

建設資材の製造に携わる者は、建設資材廃棄物の再資源化により得られた物をでき

る限り多く含む建設資材の開発及び製造に努めることが必要です。

（２）建築物等の設計に携わる者

建築物等の設計に携わる者は、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材

をできる限り利用した設計に努めることが必要です。

また、このような建設資材の利用について、発注しようとする者の理解を得るよう

努める必要があります。

（３）発注者

発注者は、建設工事の発注に当たり、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建

設資材をできる限り選択するよう努めることが必要です。

（４）建設工事を施工する者

建設工事を施工する者は、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材をで

きる限り利用するよう努めることが必要です。

また、これを利用することについての発注者の理解を得るよう努める必要がありま

す。

（５）建設資材廃棄物の処理を行う者

建設資材廃棄物の処理を行う者は、建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の

品質の安定及び安全性の確保に努めることが必要です。

県は、国の施策と相まって、建設資材廃棄物の再資源化により得られた物の利用の

促進のために必要となる調査、情報提供、普及啓発等に努めるほか、建設資材廃棄物

の再資源化により得られた物を率先して利用するよう努めます。

市町村は、県及び国の施策と相まって、必要な措置を講ずるよう努めることが望ま

れます。
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３ 再資源化により得られた物の県事業での率先利用

県の事業においては、愛知県建設副産物リサイクルガイドラインにより建設資材廃棄

物の発生抑制、再利用の促進、適正処理を計画・設計段階から一貫したシステムとして

取り組み、建設資材廃棄物の再資源化促進に努めていますが、「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）」及び愛知県環境物品等の

調達の推進を図るための基本方針の趣旨を踏まえて、民間の具体的な取組の先導的役割

を担うことが重要なため、特定建設資材廃棄物の再資源化により得られた物（リサイク

ル資材）を率先して利用するために以下の取組を実施します。

（１）リサイクル資材評価制度によるリサイクル資材の率先利用の取組み

リサイクル資材評価制度により、性能規定化された評価基準に基づき認定されたリ

サイクル資材を県事業において率先利用します。

第 ６ 分別解体等、再資源化等及び再資源化により得られた物の利用の意義に関する知識

の普及

特定建設資材に係る分別解体等、特定建設資材廃棄物の再資源化等及び特定建設資材廃

棄物の再資源化により得られた物の利用の促進のためには、広く県民の協力が必要なこと

から、県及び市町村は、環境の保全に資するものとしてのこれらの意義に関する知識につ

いて、県民への普及及び啓発を図ります。

具体的には、環境教育、環境学習、広報活動等を通じて、これらが環境の保全に資する

ことについての県民の理解を深めるとともに、環境の保全に留意しつつ、特定建設資材に

係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等が行われるよう関係者の協力を求め

ます。

特に、特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施義務

を負う者が当該義務を確実に履行することが重要であることから、必要に応じて資料の提

供や講習会を実施します。

第 ７ 分別解体等及び再資源化等の促進等に関するその他の重要事項

１ 分別解体等及び再資源化等に要する費用を建設工事の請負代金の額に適切に反映さ

せるための事項

特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等を適正に実施す

るためには、分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用が、発注者及び

受注者間で適正に負担されることが必要です。

このため、分別解体等及び再資源化等に要する費用を建設工事の請負代金の額に反映

させることが分別解体等及び再資源化等の促進に直結する重要事項であることを県民に

対し積極的に周知し、その理解と協力を得るよう努めることとします。

２ 各種情報の提供等に関する事項

対象建設工事受注者が特定建設資材廃棄物の再資源化等を行うに当たって必要となる

施設の稼働情報、対象建設工事の発注者等が当該工事の注文を行うに当たって必要とな

る解体工事業を営む者の企業情報等の提供が十分なされるように、国の整備したインタ

ーネット等を活用した情報システムの普及に努めます。
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３ 分別解体等及び建設資材廃棄物の処理等の過程における有害物質等の発生の抑制等

に関する事項

建設資材廃棄物の処理等の過程においては、廃棄物処理法、大気汚染防止法（昭和４

３年法律第９７号）、ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）等の関係法令を遵守し、有害物質等の発生

の抑制及び周辺環境への影響の防止を図らなければなりません。

また、建設資材廃棄物の処理等の過程において、フロン類、非飛散性アスベスト等の

取り扱いには十分注意し、可能な限り大気中への拡散又は飛散を防止する措置をとるよ

う努める必要があります。

（１）フロン類

特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）に規定する特定家庭用機器

に該当するユニット型エアコンディショナー及び電気冷蔵庫の中に含まれるものにつ

いては、特定家庭用機器再商品化法又は廃棄物処理法に従って処理されなければなり

ません。このためには、建築物等に係る解体工事等の施工に先立ち、所有者は、これ

らを建築物等の内部に残置しないようにすることが必要で、過去にこれらを購入した

小売業者に引取りを求めることが適当です。

また、特定建設資材に係る分別解体等において、これと一体不可分の作業により冷

凍空調機器中のフロン類が大気中へ拡散するおそれがある場合は、事前に回収するこ

とによりこれを防止する必要があります。

（２）非飛散性アスベスト

粉砕することによりアスベスト粉じんが飛散するおそれがあるため、解体工事の施

工及び非飛散性アスベストの処理においては、粉じん飛散を起こさないような措置を

講ずる必要があります。

（３）ＣＣＡ処理木材

防腐・防蟻のため木材にＣＣＡ（クロム、銅及びヒ素化合物系木材防腐剤をいう。

以下同じ。）を注入した部分（以下「ＣＣＡ処理木材」という。）については、不適

正な焼却を行った場合にヒ素を含む有毒ガスが発生するほか、焼却灰に有害物である

六価クロム及びヒ素が含まれることとなります。

このため、ＣＣＡ処理木材については、それ以外の部分と分離・分別し、それが困

難な場合には、ＣＣＡが注入されている可能性がある部分を含めてこれをすべてＣＣ

Ａ処理木材として焼却又は埋立を適正に行う必要があります。

（４）ＰＣＢを含有する電気機器等

これらを建築物等の内部に残置しないようにする必要があるため、建築物等の解体

に先立ち、これらは撤去され、廃棄物処理法に従って適切に措置されなければならな

い。


